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《
６
面
か
ら
つ
づ
く
》

《
８
面
に
つ
づ
く
》

消
費
税
収
は
な
お
巨
額
の
不
足
」
と
強
調
し
、
さ
ら

な
る
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
と
社
会
保
障
の
給
付
引

き
下
げ
や
負
担
増
を
求
め
て
い
る
。
ま
た
、
年
金
・

医
療
・
介
護
の
財
源
は
「
社
会
保
険
料
で
賄
う
こ
と

を
原
則
」
と
し
、
公
費
投
入
は
「
あ
く
ま
で
補
完
的

・
限
定
的
な
分
野
」
に
限
る
べ
き
だ
と
し
て
、
国
の

役
割
の
縮
小
を
要
求
し
て
い
る
。

③
医
療
費
「
適
正
化
」
で
給
付
範
囲
縮
小
と
安
上
が

り
な
終
末
期
医
療
を
も
く
ろ
む
―
―
社
会
保
障
制
度

改
革
国
民
会
議

　

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
（
会
長
：
清
家
篤

・
慶
應
義
塾
長
）
が
前
政
権
下
の
民
自
公
３
党
合
意

で
設
置
さ
れ
た
。
焦
点
と
な
る
医
療
費
「
適
正
化
」

の
推
進
で
は
、
医
療
費
抑
制
の
た
め
に
給
付
範
囲
を

縮
小
し
、
医
療
提
供
体
制
を
改
変
す
る
論
議
が
進
ん

で
い
る
。

　

給
付
範
囲
は
、
①
風
邪
な
ど
を
「
軽
い
」
疾
病
と

し
て
保
険
給
付
か
ら
外
す
②
保
険
適
用
の
医
薬
品
で

市
販
類
似
薬
は
保
険
給
付
か
ら
外
す
③
先
進
医
療
な

ど
混
合
診
療
の
拡
大
④
軽
度
者
へ
の
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
縮
小
・
保
険
外
し
⑤
軽
度
者
や
一
定
所
得
以
上
の

利
用
料
（
１
割
）
の
引
き
上
げ
⑥
終
末
期
医
療
の
見

直
し
―
―
が
狙
わ
れ
て
い
る
。

　

医
療
提
供
体
制
で
は
、
大
幅
な
病
床
削
減
の
た

め
、
平
均
在
院
日
数
を
短
縮
し
て
「
入
院
か
ら
在
宅

へ
」、
維
持
期
リ
ハ
ビ
リ
を
突
破
口
に
「
医
療
か
ら

介
護
へ
」
の
移
行
、
さ
ら
に
「
在
宅
看
取
り
」
へ
と

誘
導
し
、
安
上
が
り
な
在
宅
医
療
と
終
末
期
医
療
を

目
指
し
て
い
る
。
そ
の
担
い
手
を
確
保
す
る
た
め
看

護
師
の
業
務
範
囲
の
拡
大
が
必
要
と
な
り
、「
具
体

的
な
指
示
」
か
ら
「
包
括
的
な
指
示
」
へ
と
保
健
師

助
産
師
看
護
師
法
を
改
定
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
歯

科
衛
生
士
の
業
務
範
囲
の
拡
大
も
、
こ
う
し
た
論
議

の
中
に
位
置
づ
け
て
お
り
、
歯
科
医
師
の
「
直
接
の

指
示
」
か
ら
「
緊
密
な
連
携
と
そ
の
指
導
の
下
」
へ

と
改
定
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
。

④
社
会
保
障
費
削
減
の
露
払
い
と
し
て
の
生
活
保
護

切
り
捨
て

　

政
府
は
、
日
常
生
活
費
に
相
当
す
る
生
活
扶
助
の

基
準
を
見
直
し
、
３
年
間
で
６
７
０
億
円
減
額
し
、

さ
ら
に
年
末
に
支
給
す
る
期
末
一
時
金
も
70
億
円
削

減
し
よ
う
と
し
て
い
る
。

　

生
活
保
護
基
準
は
、
最
低
賃
金
や
年
金
、
介
護
、

就
学
援
助
・
学
校
医
療
券
、
保
育
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス

な
ど
の
給
付
、
税
金
、
保
険
料
、
利
用
料
な
ど
の
負

担
に
連
動
し
て
い
る
。
基
準
の
引
き
下
げ
は
、
子
ど

も
か
ら
現
役
労
働
者
、
高
齢
者
ま
で
国
民
生
活
に
甚

大
な
影
響
を
与
え
る
。

　

政
府
・
厚
労
省
は
、
医
療
扶
助
の
「
適
正
化
」
と

称
し
て
、
指
定
医
療
機
関
に
対
す
る
締
め
付
け
を
強

化
し
、
①
重
点
的
な
点
検
指
導
②
指
定
及
び
指
定
取

消
要
件
の
法
制
化
と
有
期
間
制
の
導
入
③
地
方
厚
生

局
に
専
門
の
指
導
監
査
職
員
を
増
配
―
―
な
ど
に
よ

っ
て
、
供
給
面
か
ら
も
医
療
扶
助
を
制
限
し
よ
う
と

し
て
い
る
。
厚
労
省
は
、
生
活
保
護
者
は
「
受
診
率

が
高
い
た
め
、
１
人
当
た
り
の
医
療
費
は
国
保
等
よ

り
も
高
額
と
な
っ
て
い
る
」
と
問
題
視
し
て
い
る

が
、
生
活
保
護
世
帯
の
う
ち
、「
高
齢
者
世
帯
」
が

42
・
３
％
、「
傷
病
者
世
帯
・
障
害
者
世
帯
」
が
33

・
０
％
で
あ
る
。
保
護
を
受
け
て
い
る
世
帯
の
年
齢

構
成
は
60
歳
以
上
の
者
が
５
割
を
超
え
て
い
る
。
医

療
費
が
高
く
な
る
の
は
当
然
で
あ
る
。

　

か
つ
て
、
医
療
費
抑
制
や
窓
口
自
己
負
担
増
の
際

に
、
現
役
世
代
と
高
齢
者
を
対
立
さ
せ
る
手
法
を
用

い
た
よ
う
に
、
生
活
保
護
世
帯
へ
の
バ
ッ
シ
ン
グ
と

給
付
費
抑
制
を
露
払
い
と
し
て
、
社
会
保
障
費
全
体

の
縮
小
・
抑
制
を
狙
っ
て
い
る
。

（
３
）
消
費
税
増
税
、
事
業
税
非
課

税
・
４
段
階
税
制
の
廃
止
、
税
務

行
政
を
め
ぐ
る
動
き

①
消
費
税
増
税
を
め
ぐ
る
動
き

　

消
費
税
増
税
法
は
成
立
し
た
が
、
２
０
１
４
年
４

月
か
ら
自
動
的
に
引
き
上
が
る
の
で
は
な
く
、
２
０

１
３
年
秋
に
閣
議
決
定
が
必
要
で
、
実
施
に
あ
た
っ

て
は
名
目
３
％
、
実
質
２
％
の
経
済
成
長
率
の
確
保

を
努
力
目
標
と
し
て
明
記
し
て
い
る
。
総
選
挙
後
の
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消費税収と法人３税減収額の推移

89

法人３税の税収の89年度比

消費税収

91 93 95 97 99 01 03 05 07 09 11
（年度）

（兆円）

（注） 2010年度までは決算額、2011年度は決算見込み額、2012年度は予算額
　　　「消費税」 には「消費譲与税」「地方消費税」を含む。「法人３税」 は法人税、
　　　法人住民税、法人事業税（地方法人特別税を含む）
資料：国・地方の決算および予算（財務省及び総務省資料）

0

1

2

3

4

5

6
消費税の逆進性（年収別の消費税負担率）
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り
、
税
制
の
動
向
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

③
税
務
行
政
を
め
ぐ
る
動
き

　

国
税
通
則
法
の
一
部
が
改
正
さ
れ
た
。
ポ
イ
ン
ト

は
、
①
事
前
に
納
税
義
務
者
と
税
務
代
理
人
の
双
方

に
通
知
す
る
②
調
査
官
が
求
め
る
帳
簿
書
類
そ
の
他

の
物
件
の
提
示
や
提
出
を
、
納
税
者
に
対
し
て
罰
則

付
き
で
義
務
化
し
た
③
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件
を

税
務
署
に
留
め
置
く
こ
と
が
で
き
る
④
申
告
内
容
が

是
認
さ
れ
る
場
合
に
は
終
了
通
知
を
し
、
修
正
申
告

が
必
要
な
場
合
に
は
税
務
署
か
ら
勧
奨
で
き
る
―
―

の
４
点
。
カ
ル
テ
開
示
の
強
要
や
納
税
者
の
同
意
の

な
い
帳
簿
の
持
ち
帰
り
な
ど
、
納
税
者
の
権
利
が
侵

害
さ
れ
な
い
よ
う
、
税
務
行
政
の
監
視
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

（
４
）
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
医
療
界
か
ら
も
危

惧
や
反
対
の
声

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協
定
）
へ

の
参
加
を
め
ぐ
る
反
対
運
動
が
各
地
で
進
む
中
、
安

倍
首
相
は
参
加
に
向
け
大
き
く
舵
を
切
っ
た
。
２
０

１
２
年
の
総
選
挙
で
当
選
し
た
自
民
党
議
員
の
３
分

の
２
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
反
対
を
公
約
に
掲
げ
、「
Ｔ
Ｐ
Ｐ

参
加
の
即
時
撤
回
を
求
め
る
会
」
の
メ
ン
バ
ー
は
２

３
３
人
と
、
同
党
所
属
議
員
の
半
数
を
超
え
て
お

り
、
与
党
内
が
大
き
く
揺
れ
て
い
る
。

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
最
大
の
特
徴
は
、
百
パ
ー
セ
ン
ト
の
関

税
撤
廃
を
原
則
と
し
、
物
品
だ
け
で
な
く
非
関
税
障

壁
の
撤
廃
に
も
及
ぶ
こ
と
で
あ
る
。
サ
ー
ビ
ス
の
貿

易
や
人
の
移
動
、
公
共
事
業
の
入
札
、
金
融
・
保
険

の
市
場
開
放
な
ど
、
よ
り
包
括
的
な
分
野
が
対
象
に

な
る
。
仮
に
当
初
に
わ
ず
か
な
例
外
品
目
が
認
め
ら

れ
た
と
し
て
も
、
原
則
に
戻
す
強
い
圧
力
や
交
換
条

件
が
求
め
ら
れ
る
。

　

内
閣
府
は
、
工
業
製
品
の
輸
出
拡
大
な
ど
で
Ｇ
Ｄ

Ｐ
は
２
・
４
兆
〜
３
・
２
兆
円
増
え
る
と
試
算
し
て

い
る
が
、
農
水
省
は
農
業
生
産
や
関
連
産
業
の
衰
退

で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
８
・
４
兆
円
減
り
、
コ
メ
は
90
％
が
外

国
産
に
置
き
換
わ
り
、
食
料
自
給
率
39
％
か
ら
13
％

に
ま
で
低
下
、
雇
用
機
会
も
３
５
０
万
人
分
が
奪
わ

れ
る
と
試
算
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
先
行
モ
デ
ル
で
あ
る
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ

Ａ
（
北
米
自
由
貿
易
協
定
）
や
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
、

ラ
チ
ェ
ッ
ト
条
項
に
よ
っ
て
、
外
国
の
企
業
や
個
人

が
、
規
制
緩
和
・
市
場
開
放
に
よ
っ
て
獲
得
し
た

「
権
利
」
を
元
に
戻
す
こ
と
が
で
き
な
い
。
ま
た
、

「
権
利
」
が
侵
害
さ
れ
た
と
し
て
企
業
が
国
を
相
手

取
っ
て
損
害
賠
償
が
提
起
で
き
る
Ｉ
Ｓ
Ｄ
条
項
と
あ

「
毎
日
新
聞
」
の
世
論
調
査
で
も
、
52
％
が
反
対

（
２
０
１
２
年
12
月
26
、
27
日
調
査
）
し
て
い
る
。

　

消
費
税
は
、
低
所
得
者
ほ
ど
負
担
が
重
く
、
社
会

保
障
と
は
相
容
れ
な
い
税
制
で
あ
る
。
消
費
を
冷
え

込
ま
せ
不
況
を
長
引
か
せ
る
。

　

家
計
で
は
、
年
収
５
０
０
万
円
の
４
人
家
族
（
会

社
員
の
夫
、
専
業
主
婦
の
妻
と
子
ど
も
２
人
）
の
年

間
負
担
は
、
消
費
税
分
で
11
万
５
千
円
、
社
会
保
険

料
負
担
を
含
め
る
と
家
計
全
体
で
33
万
８
千
円
増
え

る
。
公
的
年
金
収
入
し
か
な
い
75
歳
以
上
の
高
齢
者

世
帯
で
は
、
夫
婦
で
７
万
４
千
円
、
単
身
で
５
万
５

千
円
の
消
費
税
負
担
が
増
え
る
。

　

医
業
で
は
仕
入
税
額
控
除
が
で
き
な
い
た
め
、
税

率
５
％
の
現
在
で
も
年
間
で
39
万
円
の
損
税
（
日
歯

試
算
）が
発
生
し
て
お
り
、
経
営
を
圧
迫
し
て
い
る
。

②
事
業
税
課
税
と
４
段
階
税
制
の
改
廃

　

社
会
保
険
診
療
報
酬
に
対
す
る
４
段
階
税
制
・
措

置
法
26
条
の
枠
組
み
を
残
し
た
ま
ま
、
保
険
と
自
費

の
合
計
が
７
０
０
０
万
円
を
超
え
る
と
適
用
し
な
い

取
り
扱
い
が
２
０
１
４
年
分
か
ら
個
人
立
診
療
所
に

適
用
さ
れ
る
。
措
置
法
26
条
は
歯
科
開
業
医
の
３
割

強
が
活
用
し
て
お
り
、
会
員
の
医
業
経
営
を
見
通
す

上
で
看
過
で
き
な
い
。
現
行
の
概
算
経
費
率
は
、
診

療
報
酬
が
適
正
に
評
価
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
受
け

た
措
置
で
あ
る
。
加
え
て
時
の
会
計
検
査
院
が
報
酬

の
規
模
に
よ
っ
て
経
営
実
態
を
調
査
し
て
決
め
た
妥

当
な
基
準
で
も
あ
る
。

　

医
業
が
持
つ
公
共
性
・
公
益
性
に
配
慮
し
た
税
制

の
あ
り
方
が
問
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
事
業
税
の
非

課
税
措
置
が
廃
止
さ
れ
る
と
、
歯
科
診
療
所
で
平
均

37
・
３
万
円
の
増
税
（
日
歯
試
算
）
と
言
わ
れ
て
お

TPP交渉参加国とAPEC
ロシア

（香港）
（台湾）

日　本

ベトナム

フィリピン

マレーシア

インドネシア
タ　イ

パプアニューギニア

TPP＝環太平洋連携協定
APEC＝アジア太平洋経済協力会議
　　はTPP原参加４カ国と交渉中
　　は2012年10月からTPP交渉に参加
　　は日本と経済連携協定（EPA）締結
　　は日本と経済連携協定（EPA）交渉中

オーストラリア

ニュージーランド

チ　リ

ブルネイ

シンガポール カナダ

米　国

メキシコ

ペルー

韓　国
中　国

TPP

APEC
い
ま
っ
て
、
国
家
主
権
が
脅
か
さ
れ
て
い
る
。

　

日
本
に
な
ぞ
ら
え
る
と
、
例
え
ば
、
営
利
企
業
に

よ
る
病
院
運
営
を
認
可
し
た
後
で
、
医
療
に
悪
影
響

を
及
ぼ
し
て
い
る
と
政
府
が
判
断
し
て
も
、
取
り
消

す
こ
と
が
で
き
な
い
。
あ
る
い
は
、
日
本
の
国
民
皆

保
険
制
度
の
せ
い
で
保
険
商
品
が
売
れ
な
い
か
ら
と

米
国
企
業
が
日
本
政
府
に
対
し
て
損
害
賠
償
請
求
を

起
こ
す
こ
と
が
で
き
る
。

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、
国
民
皆
保
険
を
解
体
す
る
危
険
な
条

約
だ
と
し
て
反
対
の
世
論
が
医
療
界
に
も
起
こ
り
、

保
団
連
を
は
じ
め
、
医
師
会
、
農
協
、
消
費
者
と
の

共
闘
が
各
地
で
進
ん
で
い
る
。

　

【
ラ
チ
ェ
ッ
ト
条
項
】

　

 　

ラ
チ
ェ
ッ
ト
と
は
、
一
方
向
に
し
か
回
転
し
な

い
歯
車
の
こ
と
で
、
一
度
、
規
制
を
緩
和
す
る

と
、
何
が
あ
っ
て
も
元
に
戻
せ
な
い
と
い
う
規
定

の
こ
と
。
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
、
銀
行
、
保
険
、
法

務
、
特
許
、
会
計
、
電
力
・
ガ
ス
、
宅
配
、
電
気

通
信
、
建
設
サ
ー
ビ
ス
、
流
通
、
高
等
教
育
、
医

療
機
器
、
航
空
輸
送
な
ど
米
国
企
業
に
有
利
な
分

野
ば
か
り
が
対
象
と
な
り
、
自
由
化
し
た
分
野
の

後
戻
り
が
で
き
ず
大
問
題
に
な
っ
て
い
る
。

　

【
Ｉ
Ｓ
Ｄ
条
項
】

　

 　

Ｉ
Ｓ
Ｄ
と
は
、「
投
資
家
対
国
家
の
紛
争
解
決 

（Investor State Dispute

）」
の
略
で
、
自
由

貿
易
協
定
で
、
投
資
先
の
国
が
行
っ
た
施
策
・
規

制
に
よ
っ
て
、
不
利
益
を
被
っ
た
と
企
業
や
投
資

家
が
判
断
す
れ
ば
、
裁
判
に
訴
え
る
こ
と
が
で
き

る
。
国
連
の
仲
裁
機
関
で
審
査
さ
れ
、
決
定
に
不

服
が
あ
っ
て
も
覆
ら
な
い
一
審
制
。
実
際
に
、
メ

キ
シ
コ
の
地
方
自
治
体
が
、
有
害
物
質
の
埋
め
立

て
計
画
の
危
険
性
を
考
慮
し
て
、
あ
る
米
国
企
業

の
許
可
を
取
り
消
し
た
と
こ
ろ
、
企
業
側
は
メ
キ


